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平成27年度　大阪府河川整備審議会　第４回治水専門部会　議事要旨
日　時
：平成27年11月16日（月）18:30～20:50
場　所
：大阪府公館
出席者　 ：【委員】多々納部会長・綾委員・小笠原委員・田中丸委員・堀委員　計5名
【意見聴取】大阪市立大学大学院　嘉名准教授（大阪府都市計画審議会　委員）
大阪大学大学院　澤木教授
（大阪府国土利用計画審議会　委員・大阪府住宅まちづくり審議会　委員）
神戸大学都市安全研究センター　北後センター長
（大阪府国土利用計画審議会　委員・大阪府住宅まちづくり審議会　委員）　　　　　　
まとめ

概　要　：〔以下、○委員他　●事務局〕
近年の降雨を踏まえた取組みについて
＜大阪府におけるまちづくりと自然災害について＞
●立地適正化計画をうまく活用して、災害に備えた継続性のあるまちづくりをするべき。

既存制度の活用もしくは新しい制度提案をして災害に強いまちづくりの議論をしたい。

●コンパクトシティーを実際にどう進めるのか。長期の視点から、人口減少に応じて市街地を減らすことで災害リスクを回避すべきである。危険な場所に住まない、もしくは危険な場所に住む場合は、相応の対応を検討すべきである。
○安全な避難場所、避難路について、避難計画とのリンクができないか。
●まちづくりの中で重点的にリスクを下げる地域を設けて、治水のメリハリをつけてもよいのではないか。
●予算状況を考慮すると、まだ施設整備の量が多い。

●災害事象毎に面的にリスクを打ち出しているのに、まちづくりが災害リスクにリンクしていない。
まちづくりと災害リスクを共有するための手法として都市計画をうまく使えないか。

○避難できない人は、自ら避難できるよう家屋等の補強をしてはどうか。また、避難場所、避難路を「都市施設」として位置づけしてはどうか。

○立地適正化計画にどこまで実効性があるのか疑問。居住に関しては個人の財産権や土地への執着等がある。30年で居住誘導は難しいのではないか。人口減少を前提にするとコンパクト化の一手法として、居住調整区域の規定もある。各市町村の都市計画マスタープランの図と浸水リスク図を重ねてみるとどうか。
○市街化区域の編入に際して、浸水が想定される区域は除外することになっているが、どのレベルを除外するか考えないといけない。立地適正化計画において、災害のリスクが高い地域の住民を減らしていく誘導を図っていったほうがいいのではないか。ポジティブに災害に向き合っていく土地利用の誘導や規制をかけていくこともあると思う。密集市街地の建築規制や防火の規定と同じ考え方で、浸水リスクについてもアプローチができないか。

ステップをいくつか置いて、到達点を何段かイメージしながら議論していくと考えやすいのではないか。

○昭和30年代からの市街地の拡大の変遷とリスクの関連の整理をする必要があるのではないか。災害リスクを考慮した市街地縮減のヒントになるかも知れない。
○30年後も耐水型整備区間を維持するためのまちづくりが必要である。
・現状の土地利用が30年度も続くのか。
・整備後に残る洪水リスクにどう対応するのか。
・重要な避難路は耐水化が必要ではないか。

・避難計画を検討できる時系列浸水情報が必要。

○様々な災害リスクの発生頻度に幅がありすぎる。何を対象とした議論をするのか整理する必要がある。
・発生頻度は低いが、一度発生すると甚大な被害が発生する災害？（淀川、津波　等）

・発生頻度は高いが、被害はそれほど大きくない災害？（1/10の内水）

・ピンポイントで発生する災害？（土砂災害）

時間的、空間的スケールを整理し、当面どのレベルのリスクに対して議論をするのか決めた方がよい。

○河川行政としては、水害リスクの低下、整備、規制の手法をどう組み合わせて進めて行くのかということを考えないといけないのではないか。リスク図は内水も含めて情報を整理することで、必要なハードとソフトの整理ができるのではないか。

○治水対策で浸水に対して安全になった所に人が集まってきて、災害リスクが高まってきている。
○災害に強いまちづくりを進めるにあたっては、ハザードマップ等の災害リスク情報を共有したうえ、立地適正化計画を策定し、これをツールとして活用する方法もある。既存の枠踏みにおいて実施可能な取組みについても更に調査する必要がある。
本日の審議内容を踏まえ、引き続き審議を行う。
近年の降雨を踏まえた取組みについて





＜大阪府におけるまちづくりと自然災害について＞


・災害に強いまちづくりを進めるにあたっては、ハザードマップ等の災害リスク情報を共有したうえ、立地適正化計画を策定し、これをツールとして活用する方法もある。既存の枠踏みにおいて実施可能な取組みについても更に調査する必要がある。
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